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平成２８年度 事業計画書 
 

公益財団法人 岡山県身体障害者福祉連合会 

 

 

                                   自 平成２８年４月 １日 

                                   至 平成２９年３月３１日 

 

 

[基本方針]   

 

障害者団体が長年にわたり成立を求めてきた「障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る法律（障害者差別解消法）」が本年４月に施行され、差別的取扱いの禁止及び合理的配慮の

提供が義務付けられるが、制度の周知・啓発はいまだ十分とはいえない状況にある。今後は障

害者差別解消法をより実効性あるものにするため、個別の差別事例の解決や、差別の背景に

ある社会的障壁を除去するための措置等を定めた条例の制定を求めていく必要がある。 

また、平成２５年４月に施行された「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（障害者総合支援法）」の施行３年（平成２８年４月）を目途とした見直しがなされてい

るところであり、社会保障審議会障害者部会は平成２７年１２月に報告書「障害者総合支援法施

行３年後の見直しについて」を取りまとめたところである。 

このような時にあって、障害当事者団体として当連合会の果たす役割は極めて重要である。 

障害の有無にかかわりなく、誰もが相互に人格と個性を尊重し、分けへだてなく安心して暮らせ

る共生社会の実現を目指して、会員団体を始め関係団体等との情報共有と連携を図り、地域の

住民の理解と協力を得ながら、障害者福祉の前進を実現できるよう積極的に意見を述べ、働き

かけを行うことが必要である。 

 当連合会では、２５年４月に公益財団法人として新たに出発し３年が経過したが、今後とも、県

内すべての障害者の方を対象として自立と社会参加の推進のための事業を広く展開するととも

に、関係法令や公益基準、定款等を遵守した法人運営及び事業運営に努めなければならな

い。 

これらのことを踏まえながら、平成２８年度の事業計画を次のとおり定め、関係機関、関係団

体等と緊密に連携を図りながら効果的な事業活動の推進に努める。 
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[重点項目] 

１ 障害者制度改革に対する対応 

国の障害者制度改革の行方を注視しながら、日身連や中・四国ブロック団体などとも連携し

て障害者施策に係る情報を収集し、必要な制度改善要望等の提案活動を行う。 

 

２ 身体障害者相談員活動の充実と活性化 

研修等を通じて相談員の資質向上及びネットワークづくりを進めるとともに、知的障害者相

談員等関係機関と連携・協力して幅広い障害者からの相談に応ずるなど相談活動の充実と活

性化を図る。 

 

３ 連合会並びに会員団体組織の充実強化と活動の活性化 

賛助会員募集への積極的な呼び掛けや広報紙の購読拡大などを通じて連合会組織の充実

強化に努めるとともに、会員団体相互の情報交換の促進や身近な社会貢献活動への取り組み

などにより会員団体活動の活性化を図る。 

 

４ 障害者の社会参加促進 

障害者が自立した地域生活を送ることができ、社会参加を通じて生活の質的向上を図ること

ができるよう、関係団体との連携により社会参加促進施策を総合的かつ効果的に実施する。 

 

５ 公益財団法人としての運営 

事業の効率的な執行を図るとともに、コンプライアンス意識の徹底を図り、関係法令や公益

基準、定款等を遵守した適正な法人運営の確保に努める。 

 

 

【事業実施項目】 

１ 障害者の日常生活、職業、結婚等に関する相談支援事業（公 1事業） 

（１）障害者総合相談事業 

相談員が障害者本人や家族等から、暮らしや人権に関わる生活全般の相談に応じるほ

か、弁護士による法律相談を行う。また、障害者の結婚に関する相談に応じ助言を行うととも

に、出会いの機会を提供して結婚を支援する。 

（２）在宅重度身体障害者激励事業 

在宅の重度身体障害者の福祉向上を図るため、各市町村の障害者団体の役員等が重度

障害者の自宅を訪問して、心のこもった慰問品を直接届け激励するとともに、生活全般の相 

談に応じる。 

（３）駐車禁止除外指定車標章の交付支援事業 
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外出支援のための標章申請手続と同制度の利用促進を図る。 

（４）ＪＲジパング倶楽部特別会員の加入支援事業 

外出支援のためのＪＲジパング倶楽部特別会員の加入手続と同制度の利用促進を図る。 

（５）身体障害者相談員研修事業 

相談員の資質向上を通じて相談活動の促進及び相談援護活動の充実を図るため、研修を

実施する。 

 

２ 障害者の生活訓練、指導者養成等社会参加促進事業（公２事業） 

（１）身体障害者補助犬育成事業  

障害者の移動や介護に重要な役割を果たす身体障害者補助犬を育成貸与し、社会参加

促進を図る。 

（２）オストメイト社会適応訓練事業 

ストマ用装具の装着者に対して、装具の使用等の必要な指導訓練を行い、社会参加の促

進を図る。 

（再委託先 ：（公社）日本オストミー協会岡山県支部） 

（３）音声機能障害者発声訓練・指導者養成事業 

音声機能喪失者の社会参加促進を図るため、発声訓練指導者を養成し、発声訓練を行う。 

（再委託先 ： 新声会） 

（４）盲ろう者通訳ガイドヘルパー養成・派遣事業 

視覚と聴覚に重複して障害のある盲ろう者の社会参加促進のため、通訳ガイドヘルパーを

養成して派遣し、盲ろう者のコミュニケーションと情報の保障及び移動等を支援する。 

（再委託先：岡山盲ろう者友の会） 

（５）パソコンボランティア養成・派遣事業 

障害者が基本的なパソコン操作を習得するよう、パソコンボランティアを養成し、登録者を

派遣する。 

（６）障害者ＩＴサポートセンター運営事業 

障害者の情報通信技術の利用機会や活用能力の格差是正を図るため、総合的なサービ

ス提供拠点として障害者ＩＴサポートセンターを設置運営する。 

（７）パソコン利用促進事業 

障害者がパソコンや周辺機器を活用して情報の入手・発信を行い、コミュニケーションを確

保して社会参加の機会が拡大するよう、パソコン教室を開催する。 

（８）重度障害者在宅就労促進事業（バーチャル工房） 

在宅の重度障害者に対して、情報機器やインターネットを活用し、在宅等で就労するため

の訓練等を行い、就労の促進を図る。 

（９）盲ろう者向け生活訓練等促進事業 
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中途盲ろう者が自立した日常生活を送ることができるよう、コミュニケーション方法の訓練

等の必要な相談、指導、訓練を行う。 

（再委託先： 岡山盲ろう者友の会） 

 

３ 障害者の福祉増進及び啓発、広報事業（公３事業） 

（１）障害者社会参加推進センターの設置運営 

障害者社会参加促進事業の体系的・効果的な実施を図るため、社会参加推進事業に関す

る情報の収集及び提供等を行う。 

（２）団体活動育成支援等による障害者福祉増進事業 

①地域や障害種別の障害者団体の活動の育成、支援 

本会の会長を始めとする役員が、会員団体の総会、研修会等に出席して団体活動の活性

化を支援する。 

②青壮年及び女性の部活動並びに障害者スポーツ活動等推進事業 

青壮年部・女性部における自主的な仲間づくり、勉強会、奉仕活動等の活動を促し、障害

者の自立と社会参加を促す。また、身体障害者スポーツ大会を通じて、楽しみながら健康の

維持増進、残存能力の向上を図る。 

③障害者団体等関係機関連携活動 

国及び県レベルの会議・行事に参画するとともに、日本身体障害者団体連合会をはじめ中

・四国ブロック身体障害者団体、市町村、岡山県手をつなぐ育成会、岡山県精神障害者家族

会連合会等の障害者団体との連携を図り、関係機関相互の情報交換、資料収集等を行う。 

④各種福祉大会の開催等 

岡山県総合社会福祉大会や日本身体障害者団体連合会全国大会、中・四国ブロック身体

障害者福祉大会の開催や参画等を通じて、障害者問題に関する情報収集、制度や施策の研

究、提言を行う。（平成３０年には中・四国ブロック身体障害者福祉大会岡山大会の開催が予

定されている。） 

⑤関係団体役員や審議会等委員就任による情報収集と意見発信 

本会の役員等が福祉関係団体の役員や県などの審議会委員等に就任し、障害者の立場

から意見を述べることにより、障害者施策の充実に向けて活動する。 

（３）広報紙「はばたき」の発行等啓発・広報事業  

広報紙「はばたき」の発行、ホームページを通じた各種情報の提供により、障害者の社会

活動への参加と自立を促進する。 

 

４ 法人運営 

・連合会の運営のための正・副会長会議、理事会、法人の最高議決機関である評議員会、職

務執行を監査する監査会等を開催する。 
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・公益法人としての情報開示を推進する。 

 



平成28年度　正味財産予算書
平成28年 4月 1日から平成29年 3月31日まで

法人名    (公財)岡山県身体障害者福祉連合会

(単位：円)

勘　定　科　目 当初予算額 前年度予算額 増　減
Ⅰ　一般正味財産増減の部
   １. 経常増減の部
     (1)  経常収益
          基本財産運用益           15,000           15,000                0
              基本財産受取利息           15,000           15,000                0
          特定資産運用益           10,000           10,000                0
              特定資産受取利息           10,000           10,000                0
          受取会費        1,194,000        1,257,000         △63,000
              正会員受取会費        1,194,000        1,257,000         △63,000
          事業収益       30,697,000       31,411,000        △714,000
              受託事業収益       27,962,000       28,926,000        △964,000
              自主事業収益        2,735,000        2,485,000          250,000
          受取補助金等          880,000          880,000                0
              受取地方公共団体補助金          440,000          440,000                0
              受取民間助成金          440,000          440,000                0
          受取寄付金        2,730,000        2,300,000          430,000
              受取寄付金          830,000          800,000           30,000
              募金収益        1,500,000        1,500,000                0
              賛助会費          400,000                0          400,000
          雑収益            1,000            1,000                0
              受取利息            1,000            1,000                0
        経常収益計       35,527,000       35,874,000        △347,000
     (2)  経常費用
          事業費       34,450,000       35,929,000      △1,479,000
              給料手当       12,020,000       12,127,000        △107,000
              臨時雇賃金        2,520,000        3,108,000        △588,000
              退職給付費用          404,000          297,000          107,000
              法定福利費        1,973,000        1,948,000           25,000
              工賃          800,000          685,000          115,000
              旅費交通費        1,290,000        1,249,000           41,000
              通信運搬費          645,000          602,000           43,000
              減価償却費          107,000          118,000         △11,000
              消耗什器備品費          220,000          274,000         △54,000
              消耗品費        2,024,000        1,893,000          131,000
              印刷製本費          553,000          530,000           23,000
              研修費            5,000            5,000                0
              賃借料          700,000          618,000           82,000
              諸謝金          522,000          373,000          149,000
              会議費           46,000           70,000         △24,000
              支払負担金           90,000           90,000                0
              支払助成金          510,000          510,000                0
              委託費       10,001,000       11,413,000      △1,412,000
              支払手数料           15,000           14,000            1,000
              雑費            5,000            5,000                0
          管理費        1,815,000        1,696,000          119,000
              給料手当          956,000          946,000           10,000
              退職給付費用           32,000           23,000            9,000
              法定福利費          152,000          152,000                0
              福利厚生費           60,000           60,000                0
              会議費           20,000           30,000         △10,000
              旅費交通費          360,000          250,000          110,000
              通信運搬費           15,000           15,000                0
              減価償却費                0           59,000         △59,000
              消耗品費           20,000            6,000           14,000



平成28年度　正味財産予算書
平成28年 4月 1日から平成29年 3月31日まで

(単位：円)

勘　定　科　目 当初予算額 前年度予算額 増　減
              印刷製本費           10,000           10,000                0
              賃借料           30,000           15,000           15,000
              諸謝金           30,000                0           30,000
              支払負担金          120,000          120,000                0
              支払手数料            5,000            5,000                0
              雑費            5,000            5,000                0
        経常費用計       36,265,000       37,625,000      △1,360,000
          評価損益等調整前当期経常増減額        △738,000      △1,751,000        1,013,000
          評価損益等計                0                0                0
          当期経常増減額        △738,000      △1,751,000        1,013,000
   ２. 経常外増減の部
     (1)  経常外収益
        経常外収益計                0                0                0
     (2)  経常外費用
        経常外費用計                0                0                0
          当期経常外増減額                0                0                0
          税引前当期一般正味財産増減額        △738,000      △1,751,000        1,013,000
          当期一般正味財産増減額        △738,000      △1,751,000        1,013,000
          一般正味財産期首残高       23,208,001       24,012,826        △804,825
          一般正味財産期末残高       22,470,001       22,261,826          208,175
Ⅱ　指定正味財産増減の部
          当期指定正味財産増減額                0                0                0
          指定正味財産期首残高        3,800,000        3,800,000                0
          指定正味財産期末残高        3,800,000        3,800,000                0
Ⅲ  正味財産期末残高       26,270,001       26,061,826          208,175
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